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第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組
１．人づくり革命の実現と拡大
（１）人材への投資
① 幼児教育の無償化

待機児童問題が最優先の課題であることに鑑み、「子育て安心プラン」による受け皿の整備を着実に進めるとともに、「新しい経済政策
パッケージ」での３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供についての幼稚園、保育所、認定こど
も園の費用の無償化措置16（子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園については、同制度における利用者負担額を上限）に加
え、幼稚園、保育所、認定こども園以外（以下「認可外保育施設」という。）の無償化措置の対象範囲等について、以下のとおりとする。

（認可外保育施設の無償化の対象者・対象サービス）
対象者は、今般の認可外保育施設に対する無償化措置が、待機児童問題により認可保育所に入ることができない子供に対する代替的な
措置であることを踏まえ、認可保育所への入所要件と同一とする。すなわち、保育の必要性があると認定された子供であって、認可保育所
や認定こども園を利用できていない者とする。
対象となるサービスは、以下のとおりとする17。
・幼稚園の預かり保育18

・一般的にいう認可外保育施設、地方自治体独自の認証保育施設、ベビーホテル、ベビーシッター及び認可外の事業所内保育等19のうち、
指導監督の基準を満たすもの。ただし、５年間の経過措置として、指導監督の基準を満たしていない場合でも無償化の対象とする猶予
期間を設ける。
このほか、就学前の障害児の発達支援（いわゆる「障害児通園施設」）については、幼児教育の無償化と併せて無償化することが決定さ
れているが、幼稚園、保育所及び認定こども園と障害児通園施設の両方を利用する場合は、両方とも無償化の対象とする。

（認可外保育施設の無償化の上限額）
無償化の上限額は、認可保育所の利用者との公平性の観点から、認可保育所における月額保育料の全国平均額20とする。幼稚園の預
かり保育については、幼稚園保育料の無償化上限額21を含めて、上述の上限額22まで無償とする23。

16 「子ども・子育て支援法」（平成24年法律第65号）に基づく地域型保育（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育）は、認可保育所と同様に無償化
の対象とする。

17 このほか、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業、病児保育事業及びファミリー・サポート・センター事業を対象とする。
18 幼稚園の預かり保育、幼稚園及び認定こども園が１号認定（子ども・子育て支援法第19条第１項第１号に該当することの認定）の子供に対して行う預かり事業並びに同
法に基づく幼稚園の長時間預かりをいう。以下同じ。

19 「児童福祉法」（昭和22年法律第164号）第59条の２第１項に規定する施設をいう。幼稚園以外の幼児教育を目的とする施設のうち乳幼児が保育されている実態がある
ものを含む。なお、厚生労働省の通知によれば、乳幼児が保育されている実態があるか否かについてはその運営状況に応じ判断すべきであるが、少なくとも１日４時
間以上、週５日、年間39週以上施設で親と離れることを常態としている場合は保育されているものと考えられる、とされている。

20,22 月額3.7万円（０歳から２歳児については月額4.2万円）。
21 月額2.57万円。
23 例えば、一般的にいう認可外保育施設の利用者負担額は平均で月4.0万円（３歳の場合）であるが、この平均額の場合は月３千円の利用者負担となる。
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（実施時期）
無償化措置の対象を認可外保育施設にも広げることにより、地方自治体において、幼稚園の預かり保育や認可外保育施設の利用者に

対する保育の必要性の認定に関する事務などが新たに生じることになることを踏まえ、無償化措置の実施時期については、2019年４月と
2020年４月の段階的な実施ではなく、認可、認可外を問わず、３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の
子供について、2019年10月からの全面的な無償化措置の実施を目指す。

（認可施設への移行の促進）
今後、保育の質の確保が重要であることに鑑み、認可外保育施設の認可施設への移行促進策の強化を検討し、指導監督基準を満たさ
ない認可外保育施設も含め、認可施設への移行を加速化する。

（放課後子ども総合プラン）
女性の就業率の上昇や保育ニーズの高まりを踏まえ、2023年度末までに放課後児童クラブの約30万人分の更なる受け皿拡大や育成支
援の内容の質の向上などを内容とする新たなプランを今夏に策定する。

７．安全で安心な暮らしの実現
(5) 少子化対策、子ども・子育て支援

子供の命が失われる痛ましい事件が繰り返されないよう、市町村、児童相談所の職員体制及び専門性の強化、適切な情報共有など地方
自治体間等関係機関との連携体制の強化や適切な一時保護の実施などによる児童虐待防止対策162、家庭養育優先原則に基づく特別養
子縁組、里親養育支援体制の整備、児童養護施設等の小規模・地域分散化、職員配置基準の強化を含む高機能化及び家庭養育支援へ
の機能転換などの社会的養育を迅速かつ強力に推進する163。

162 2016年・2017年の児童福祉法（昭和22年法律第164号）改正により、児童福祉法の理念の明確化等や、児童虐待について発生予防から自立支援まで一連の対策の
更なる強化を実施。

163 2017年８月、厚生労働大臣に、児童福祉法の理念を具体化する「新しい社会的養育ビジョン」が提言されている。
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